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第１章 総則 

 
（目的） 
第１条 この水道施設運転管理等業務委託性能仕様書（以下「本仕様書」という。）は、

委託者が管理する取水施設、浄水場及び配水施設等（以下「水道施設」という。）の

運転管理を円滑に行い、水道施設の機能を十分に発揮し、水道施設の適正な運営を

図るため、水道施設運転管理等業務（以下「本業務」という。）に係る性能仕様を定

めることを目的とする。 
 
（業務の履行） 
第２条 受託者は、水道施設の機能が十分に発揮できるよう、水道施設運転管理等業

務委託契約書（以下「契約書」という。）、水道施設運転管理等業務委託要求水準書

（以下「要求水準書」という。）、本仕様書及びその他関係書類等に基づき、誠実かつ

安全に、また、委託者と協議し業務を履行しなければならない。なお、本仕様書に記

載がない事項であっても業務遂行上当然に必要なものは、受託者の責任においてこ

れを満足しなければならない。 
 
（委託する施設等） 
第３条 委託者が受託者に委託する施設等は【別紙－１】に示すとおりとする。 
 
（業務の内容） 
第４条 委託者が受託者に委託する業務の内容は、本仕様書第２章に示すとおりとす

る。 
 
（業務管理） 
第５条 受託者は、常に善良なる管理者の責任をもって、業務を履行しなければなら

ない。 
２ 受託者は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等の災害防止関係法令の定

めるところにより、常に安全衛生の管理に留意し労働災害の防止に努めるとともに、

安全衛生上の障害が発生した場合は、直ちに必要な措置を講じ、速やかに委託者に

連絡することとする。 
３ 受託者は、水道施設の構造、性能、系統及びその周辺の状況を熟知し、水道施設の

運転に精通するとともに、業務の遂行にあたっては常に問題意識をもってこれにあ

たり、創意工夫して設備の予防保全に努めることとする。 
４ 受託者は、豪雨、台風、地震、渇水その他の天災及び水道施設の機能に重大な支障

が生じた場合に備え、連絡体制を整えるとともに、常にこれに対処できるように準

備しなければならない。 
  なお、予測し得ない事象が起こり、緊急回避として設備停止に至った場合につい

ては、速やかに委託者と受託者が協議し運転方法を決定することとする。 
５ 受託者は、地域住民と十分に協調を保ち、業務の円滑な進捗に期することとする。 
 
（運転管理概要） 
第６条 水質、水圧、水量に関しては、要求水準書第 21 条に規定したとおりとする。 

 

（業務従事者の届出） 

第７条 受託者は、業務従事者の履歴、職種、職階、職務分担等（業務従事者の資格を

証明するものを含む。）を記載した業務従事者選任届を届出るものとし、事前に委託
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者の承諾を得ること。また、変更がある場合も同様とする。 

２ 受託者の業務従事者について業務の履行上著しく不適格と認められる場合は、委

託者及び受託者が協議のうえ、当該業務従事者を変更することができる。 

 

（業務従事者の要件） 

第８条 業務従事者の要件は、次のとおりとする。 

(1) 総括責任者 

水道施設の運転管理、保守点検整備、電気・機械設備等の業務に精通し、緩速ろ

過処理を行う処理能力 30,000 ㎥／日以上の施設の運転管理、維持管理に３年以上

の実務経験を有する者で、水道浄水施設管理技士（２級以上）の資格を有する者と

する。 

(2) 副総括責任者 

水道施設の運転管理、保守点検整備、電気・機械設備等の業務に精通し、緩速ろ

過処理を行う処理能力 30,000 ㎥／日以上の施設の運転管理、維持管理に２年以上

の実務経験を有する者で、水道浄水施設管理技士（３級以上）の資格を有する者と

する。 

(3) 前各号以外の従事者 

水道施設の運転管理、保守点検整備、電気・機械設備等の業務について必要な技

術を有する者で、次のいずれかの要件を満たす者とする。 

ア 電気科、機械科又は化学科等の本業務の履行に必要な学科を修めた者 

イ 水道施設において１年以上の実務経験を有する者 

 

（資格保有者の配置） 

第９条 受託者は、本業務を履行するため、前条に定める有資格者を適正に配置しな

ければならない。また、前条に定めのない資格であっても、本業務の履行上、必要な

資格においては、受託者の責任において配置すること。 

 

（総括責任者の職務） 

第 10 条 総括責任者の職務は、次のとおりとする。 

(1) 現場業務の最高責任者として、受託者の従事者の指揮、監督を行い、技能の向上

及び事故防止に努めること。 

(2) 委託者と密接な連携のもと、本業務の適正かつ円滑な遂行を図ること。 

 

（副総括責任者の職務） 

第 11 条 副総括責任者の職務は、次のとおりとする。 

(1) 施設機能の把握及び本業務の目的、内容を十分理解し、総括責任者の補佐を行

うこと。 

(2) 総括責任者が不在の場合は、総括責任者に代わってその職を務めなければなら

ない。 

 

（業務履行計画書） 

第 12 条 受託者は、別に定める期間までに契約書、要求水準書、本仕様書に基づき、

委託者と十分な協議を行い契約期間における業務履行計画書を策定し、委託者に提

出するものとする。業務履行計画書には、次の事項について記載しなければならな

い。 

 (1) 業務概要に関すること。 

水道施設の重要性を鑑み、その目的を達成するための委託業務における管理の

基本方針及びその概要について、委託業務に対する考え方が把握できるよう記載
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する。 

 (2) 業務組織に関すること。 

業務委託を遂行するうえで必要な組織及び体制について、業務組織、業務分担、

異常時、その他の組織等の体制、配置人数、その目的と系統及び分担等が明確に把

握できるよう記載する。 

 (3) 主たる業務の実施計画（工程）の概要 

 (4) 主たる業務履行計画書、報告書類の提出 

 (5) その他必要な計画 

 

（年間業務実施計画書） 

第 13 条 受託者は、業務履行計画書に基づき、各業務を実施するうえで留意するべき

点、効率的・効果的業務方法等について示した年間業務実施計画書を策定し、委託者

に提出するものとする。年間業務実施計画書には、次の事項について記載しなけれ

ばならない。 

 (1) 業務計画に関すること。 

   年間業務工程表（運転管理・設備点検）、労務工程表 

 (2) 業務方法に関すること。 

   業務方法・要領及び運転指標、設備点検基準（周期、項目等） 

 (3) 安全衛生管理に関すること。 

   安全衛生管理対策、安全衛生管理計画表、研修計画表、安全衛生管理組織表 

 (4) 保全・保安管理に関すること。 

   保全・保安教育の内容及び実施予定表 

 (5) 各種報告書様式 

   日報・月報・年報・運転記録、その他文章等 

 (6) その他必要事項 

 

（年間業務実施計画書の要領） 

第 14 条 前条の年間業務実施計画書の作成要領は、次のとおりとする。 

 (1) 年間業務実施計画書は、日本工業規格Ａ版により作成し、原則としてＡ４又は

Ａ３とする。 

２ 年間業務実施計画書を構成する作成要領は、次のとおりとする。 

 (1) 「業務計画に関すること」は、安全で安定的に水道水を供給するための運転計

画や設備点検等について、年間を通じて各業務計画が把握できるよう記載するこ

と。 

 (2) 「業務方法に関すること」は、水道施設を安定的に管理運営していくための運

転指標や各設備の運転方法及び要点、点検の内容・点検頻度・点検要領、その他必

要な事項について具体的に記載すること。 

 (3) 「安全衛生管理、保全・保安管理に関すること」は、事故、災害等を未然に防止

し、安全に本業務を遂行するための安全衛生管理に関わる基準や安全衛生管理に

関する組織体制等及び保全・保安管理等について具体的に記載すること。 

 (4) 受託者は、年間業務実施計画書に基づき業務を遂行し、その年間業務が終了し

た際には、速やかに年間業務履行報告書を提出しなければならない。なお、年間業

務履行計画書は、年間業務履行計画書で計画した諸事項に対して、その実績が明

らかになるよう記載すること。 

 (5) 「各種報告書様式」は、契約書、要求水準書及び本仕様書等で報告することとさ

れている報告書及び委託者が要求する報告書のほか、業務上必要と思われるもの

について様式を作成する。 
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（月間業務実施計画書及び月間業務履行報告書） 

第 15 条 受託者は、業務計画について、あらかじめその内容を委託者と協議し、決め

られた諸事項を満たす月間業務実施計画書を提出しなければならない。なお、詳細

な諸事項が必要な場合は、月間業務実施計画書に添付して提出すること。 

２ 受託者は、月間業務実施計画書を変更する必要が生じた場合は、その都度委託者

と協議すること。 

３ 受託者は、月間業務実施計画書に基づき業務を履行し、その月間業務が終了した

際には、速やかに月間業務履行報告書を提出しなければならない。なお、月間業務履

行報告書は、月間業務履行計画書で計画した諸事項に対して、その実績が明らかに

なるよう記載すること。 

４ 月間業務実施計画書及び月間業務履行報告書の要領は、前条に読み替えるものと

する。 

 

（業務記録等の整備） 

第 16 条 受託者は、業務記録など業務の履行及び確認に必要な書類を常に整備し、委

託者が提出を求めた場合は、速やかに提出しなければならない。 

 

（報告書等） 

第 17 条 受託者は、本業務の履行に係る報告書を速やかに委託者に提出しなければな

らない。 

 

（安全管理） 

第 18 条 受託者は、作業の実施にあたり守らなければならない安全に関する事項を定

めることとする。 

 

（健康管理） 

第 19 条 受託者は、常に安全衛生管理に注意を払い、業務従事者に感染症等の疑いが

生じた場合は直ちに業務従事者の変更を行うなど、安全衛生管理を徹底しなければ

ならない。 

２ 受託者は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 21 条及び水道法施行規則（昭和

32 年厚生省令第 45 号）第 16 条に定める健康診断を行うとともに、これに関する記

録を作成し、委託者に文書により報告をしなければならない。 

 

（保全・保安教育及び訓練） 

第 20 条 受託者は、作業、維持（運転、監視、巡視、点検、測定等）又は運用に従事

する者に対して、水道施設の保全・保安に関し必要な知識及び機能に関する教育を

することとする。 

２ 受託者は、作業、維持又は運用に従事する者に対し、事故その他災害が発生した時

の措置について異常時対応マニュアルを作成し、実施指導及び訓練等を行わなけれ

ばならない。 

 

（貸与品等） 

第 21 条 本業務の履行に際し、受託者が業務遂行上必要とする関係書類、工具などの

貸与品等は委託者が無償で貸与する。 

２ 貸与品等については、受託者が台帳等を作成し、その保管状況を常に掌握し管理

することとする。なお、受託者の故意又は過失により貸与品等に毀損、盗難、紛失等

があった場合は、受託者が弁償しなければならない。 
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（管理室等の自主管理） 

第 22 条 受託者は、本業務の履行に要する管理室、テレメータ室、休憩室等の施設を

受託者の責任において、整理整頓するとともに維持管理を行わなければならない。 

２ 管理室等は無償で供与するが、使用期間中、受託者の責任で汚損等があった場合

は、受託者の負担により原状回復しなければならない。 

 

（業務従事者の服装等） 

第 23 条 受託者は、業務従事者に安全かつ清潔な統一した服装をさせ、胸に名札を着

用させるとともに、対応については部外者から指摘を受けることのないようにしな

ければならない。 

  また、訪問者及び電話の対応については、相手に不快感を与えないなど、態度等に

は十分注意しなければならない。 

 

（火災の防止） 

第 24 条 受託者は、水道施設の火災を未然に防止するため、火気の適正な取扱い及び

後始末を徹底させなければならない。 

 

（侵入者の防止等） 

第 25 条 受託者は、設備機器、備品、工具類等の盗難及び水道施設の不法侵入を防止

するため、十分に注意しなければならない。 

２ 受託者は、施錠及び解錠の管理を確実に行わなければならない。 

３ 受託者は、水道施設に設置されている監視カメラにより、常に監視しなければな

らない。 

 

（水道施設の一般管理） 

第 26 条 受託者は、水道法、労働安全衛生法等の法令、規則及び基準等の関連法令を

遵守することを基本とし、業務の実施、水道施設の保安等について、十分注意を払わ

なければならない。 

２ 受託者は、業務遂行上で必要な諸事項について、委託者と協議を行った場合は、そ

の都度議事録を作成し、委託者に提出するととともに承認を受けるものとする。 

 

 

 

第２章 業務内容 

 

（業務形態） 

第 27 条 受託者は、本業務の履行にあたり、原則として次の業務形態により行うもの

とする。 

(1) 運転操作監視業務  24 時間 

(2) その他業務  計画のとおり又は必要の都度 

２ 水道施設の設備が自動化又は省力化等により、業務形態を変更しても所定の能力

が確保される場合には、委託者及び受託者が協議のうえ、業務形態を変更できるも

のとする。 

 

（事故等の措置） 

第 28条 テロ及び天災等による事故及び重大故障等、通常予測し得ない事象が起こり、

緊急回避として設備停止に至った場合等については、前条第１項の規定にかかわら
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ず、委託者と受託者協議のうえ、決定するものとする。 

 

（運転操作監視業務） 

第 29 条 受託者は、制御及び監視により、異常を発見した場合又は変更が必要な場合

は、その都度速やかに委託者に報告し、その指示に従い処置を行う。ただし、次に掲

げるものは、受託者の判断で実施後、委託者に報告することにより処置できるもの

とする。 

 (1) 浄水過程における、経済的かつ適正な運転管理 

 (2) 取水・送水設備の適正な流量管理 

２ 制御及び監視は、次のとおりとする。 

 (1) 受変電設備の監視 

 (2) 原水流量、ろ過水流量、送水流量、配水池流入量の監視及び制御 

 (3) 取水設備の監視及び制御 

 (4) 各配水池の水位及び流量などの監視及び制御 

 (5) ポンプ施設の流量監視及び制御 

 (6) 沈殿池、急速ろ過池、緩速ろ過池の運転監視及び制御 

 (7) 濁度、色度、ｐｈ値、残留塩素等水質の監視 

 (8) 薬品等の注入量の監視、制御及び残量記録 

３ 受託者は、運転の変更、故障、警報の発生時運転監視に必要なものについて記録し

なければならない。 

 

（水質監視業務） 

第 30 条 受託者は、原水水質及び浄水処理の水質状況などを把握し、浄水水質管理を

行うものとする。 

 

（その他関連業務） 

第 31 条 受託者は、水道施設等の監視について、業務に支障をきたす障害物があると

きは速やかにその障害物を除去すること。ただし、障害物の除去が困難な場合は、委

託者と受託者がその対応について協議する。 

 

（保守点検業務） 

第 32 条 受託者は、当該年度の月間及び年間業務実施計画書に基づき【別紙－２】に

記載する対象施設・整備等の保守点検業務を次のとおり行うものとする。 

(1) 施設における電気設備、機械設備、通信設備、水質設備等すべての機器設備及び

その他の設備で水道施設を維持管理・運転管理するのに必要な設備（委託者が指

定し受託者が了承したもの）の点検を行うこと。 

(2) 点検の際は、薬品の残量確認を行うこととし、必要に応じて薬注率の変更、ポン

プ潤滑油、薬品の補充を行うこと。 

(3) バイオアッセイの水槽類（予備水槽を含む。）の清掃を年６回（偶数月）に行う

こと。また、水槽類の状態によっては、必要に応じて清掃を行うこと。 

 

（簡易な補修） 

第 33 条 受託者は、保守点検等により発見した不良個所又は故障の発生により破損し

た箇所のうち、現場で修理可能なものについては修理して作業後速やかに委託者に

報告し、後日修理の状況を記した書類を提出すること。ただし、当該事象が水道施設

に重大な影響を及ぼす恐れがある場合は、応急措置を行うとともに委託者に連絡し、

その対応について協議する。 

２ 設備の簡易な補修、調整に必要な工具類、安全対策器具、カメラ等については、受
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託者の負担とする。 

 

（廃棄物の取扱い） 

第 34 条 受託者は、水道施設から排出する廃棄物、水槽類の清掃等により水道施設か

ら排出する砂・汚物等に係る産業廃棄物の処理処分を法令に基づき適正に行うこと。 

 

（助勢等） 

第 35 条 受託者は、次に掲げる業務に関し、その業務の履行又は助勢等を行うものと

する。 

(1) 電話・来客者の対応（閉庁時） 

(2) 異常時における委託者の職員への通報 

(3) 委託者が行う催事への参加 

(4) 施設見学者対応の助勢 

(5) 水道関係機関等からのアンケート調査回答への助勢 

(6) その他業務上必要な諸作業 

 

 

 

第３章 業務書類等 

 

（業務書類等） 

第 36 条 受託者は、業務の履行にあたり、次の書類を定められた期間内に提出しなけ

ればならない。 

２ 契約締結後、次の書類を提出しなければならない。 

 (1) 着手届（業務開始日に提出） 

 (2) 総括責任者選任届（事前協議のうえ、業務開始日までに提出） 

 (3) 業務従事者選任届（事前協議のうえ、業務開始日までに提出） 

 (4) 業務履行計画書（事前協議のうえ、業務開始日までに提出） 

 (5) 借用承認願（事前協議のうえ、業務開始日までに提出） 

(6) 年間業務実施計画書（当該年度開始前月の 20 日までに提出。ただし、初年度に

ついては、準備期間終了月の 20 日までに提出） 

(7) 年間業務履行報告書（当該年度分は翌年度の４月５日まで。契約最終年度は最

終月の末日に提出） 

(8) 月間業務実施計画書（前月の 20 日までに提出） 

(9) 月間業務履行報告書（翌月の５日までに提出。契約最終年度は最終月の末日に

提出） 

(10)その他委託者が要求するもの（委託者が指定する日までに提出） 

 

（業務履行報告書） 

第 37 条 月間業務履行報告書及び年間業務履行報告書は、次のとおり報告することと

する。ただし、報告事項の中に技術的な問題がある場合は、その都度委託者に報告

し、協議しなければならない。 

 (1) 業務完了届 

 (2) 業務完了報告書 

  ア 業務所見 

  イ 運転管理等各種データ 

  ウ 業務実績報告書 
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  エ その他委託者が要求するもの 

 

（委託業務履行検査） 

第 38 条 受託者は、月間及び年間業務が完了したときは、次の方法により委託者の業

務完了検査を受けなければならない。 

(1) 業務完了検査は、受託者から業務完了届が提出され、10 日以内に委託者が立会

いのもとに行うものとする。 

(2) 検査日及び場所については、委託者及び受託者が協議して定めるものとする。 

(3) 検査は、受託者が提出した業務実施計画書に基づき業務報告書の内容について、

照合・確認を行う。 

(4) 業務完了検査内容のうち、委託者が特に認めた事項については、検査を省略す

ることができる。 

(5) 検査の結果、不合格となった部分があるときは、受託者は速やかに不合格部分

を改善し、再検査を受けるものとする。 

 

（施設の機能確認） 

第 39 条 契約終了に伴う施設の機能確認の結果、その機能に不備があり、当該不備が

受託者の管理に起因する場合は、受託者の費用でその機能を回復するものとする。 

２ 施設の機能確認が困難又は判断できない場合の措置は、委託者と受託者の協議に

より定める。 

 

 

 

第４章 その他 

 

（経費の負担） 

第 40 条 受託者が業務履行上で負担する経費は、受託者自らが直接的に必要な事務費

及び運転・維持管理費等とし、次のとおりとする。 

 (1) 机、椅子、書棚、ロッカー、パソコン、プリンター、コピー機等事務品。ただし、

委託者の所有物のうち、委託者が使用を認めた場合はこの限りではない。 

 (2) 各種用紙、筆記用具、ファイル等の事務用品。ただし、委託者の所有物のうち、

委託者が使用を認めた場合はこの限りではない。 

 (3) 食器棚、茶器、台所用品等の消耗品。ただし、委託者の所有物のうち、委託者が

使用を認めた場合は、この限りではない。 

(4) 各種作業服、靴、手袋、ヘルメット、安全マスク、保護眼鏡等の安全保護具・機

器 

(5) 設備点検及び修繕に係る工具、懐中電灯等の工具・機器 

(6) 車両及び車両維持管理に係る費用 

(7) 清掃用具及び清掃用品等消耗品。ただし、委託者の所有物のうち、委託者が使用

を認めた場合はこの限りではない。 

(8) 電話、ファックス、インターネットの設置工事費及び維持費。ただし、委託者が

使用を認めた場合は委託者所有の機器を利用することができる。 

 (9) 水道施設点検のための経費（点検シール等） 

 (10)各種保険の加入に係る経費 

 

（責任分担） 

第 41条 契約期間中に生じた運転及び維持管理上の不備、誤操作等による水質の異常、



- 9 - 

機器等の破損及び故障等は、受託者の負担において直ちに補修、改善若しくは取替

え又は補償等により解決することとする。ただし、テロ及び天災事変等の事故によ

る場合は、この限りでない。 

２ 業務範囲における責任分担の詳細については【別紙－３】による。 

 

（本業務実施におけるリスクマネジメント） 

第 42 条 本業務実施における水道施設について、その水道管理者としての責任は委託

者にあるものとし、本業務範囲における施設の運転・維持管理上の責任は原則とし

て受託者が負うものとする。ただし、委託者が責めを負うべき合理的な理由がある

事項については、この限りでない。 

２ リスクの分担は【別紙－４】による。 

３ リスクの分散を図るため、委託者及び受託者は、保険対応可能な事項については

保険加入を実施するものとする。 

４ 受託者は加入した保険については、業務履行計画書に記載し、その写しを添付す

るものとする。 

 

（雑則） 

第 43 条 本仕様書に明記されていない事項であっても、受託者は運転操作上、当然必

要な業務等は、良識のある判断に基づいて行わなければならない。 

２ 本業務に関わる資料の提出を委託者が要求した場合は、受託者は速やかに応じな

ければならない。 

３ 受託者は、委託者の承諾なく委託者の所有物を外部に持ち出し、又は業務に必要

としないものを持ち込んではならない。 

 

（疑義） 

第 44 条 本仕様書に疑義が生じた場合又は定めのない事項は、委託者及び受託者協議

のうえ、定めるものとする。 

  



- 10 - 

【別紙－１】業務委託する施設・設備等 

 

１ 対象施設 

委託業務の対象となる施設は、次に示す施設及び付属施設とする。 

 

(1) 取水・導水施設  

 施 設 名 称 所   在 
計画取水量 

(㎥／日) 
備    考 

１ 長谷水源地 長谷一丁目1番36号 18,000  伏流水(2級河川沼田川) 

２ 中之町水源地 中之町一丁目2番35号 6,000  地下水(浅井戸)・紫外線処理 

３ 頼兼ポンプ所 頼兼一丁目1番25号 12,000  表流水(2級河川沼田川) 

４ 登町水源地 登町4247-1・4247-2合併 10  地下水(深井戸)・膜ろ過処理 

５ 片山系水源地 本郷南七丁目18番5号 1,800  地下水(浅井戸) 

６ 和木第１水源地 大和町和木1614 100  地下水(浅井戸)第2水源含む 

７ 野間川ダム取水場 久井町吉田10563-1 
1,750  ダム水(野間川ダム) 

８ 吉田調整池 久井町吉田1331-1 

 

(2) 浄水施設 

 施 設 名 称 所   在 
浄水能力 

(㎥／日) 
備    考 

１ 西野浄水場 西野五丁目14番1号 30,000  緩速ろ過(8池) 

２ 片山浄水場 本郷南六丁目31番41号 2,500  急速ろ過 

３ 新和木浄水場 大和町和木1499-1 900  前処理・急速・活性炭ろ過 

４ 和木浄水場 大和町和木1614 100  膜ろ過 

５ 新久井浄水場 久井町吉田1078-4 1,680  前処理・活性炭・急速ろ過 

 

(3) 送水施設 

 施 設 名 称 所   在 
送水能力 

(㎥／min) 
備   考 

１ 糸崎ポンプ所 糸崎一丁目7番1号 1.56  地上式 RC造 

２ 時貞ポンプ所 糸崎町4080-3 0.04  地上式 CB造 

３ 福地ポンプ所 木原町10506-2 0.18  地上式 RC造 

４ 光谷ポンプ所 中之町二丁目28番10号 0.11  中之町基幹配水池内 

５ 光谷高地区ポンプ所 中之町三丁目3008-1 0.06  地上式 プレハブ造 

６ 大谷ポンプ所 中之町九丁目1181-19 0.20  地上式 RC造 

７ 深ポンプ所 中之町南1447-2 0.50  地上式 RC造 

８ 後山ポンプ所 中之町北35-2 0.058  地上式 RC造 

９ 丸山ポンプ所 中之町南2235-4 1.30  地上式 RC造 

10 駒ヶ原ポンプ所 本町二丁目13-4 0.28  地上式 RC造 

11 迫ポンプ所 新倉一丁目19番32号 0.038  地上式 CB造 

12 大西ポンプ所 西野三丁目19番24号 0.25  地上式 CB造 

13 沼田ポンプ所 沼田三丁目10番13号 0.10  地上式 RC造 

14 屋形ポンプ所 長谷二丁目19番36号 0.09  地上式 RC造 

15 小坂ポンプ所 小坂町1233-2 0.90  地上式 RC造 

16 許山ポンプ所 高坂町許山465-3 0.15  地上式 RC造 
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 施 設 名 称 所   在 
送水能力 

(㎥／min) 
備   考 

17 鹿群ポンプ所 高坂町許山10034-2 0.11  地上式 RC造 

18 土取ポンプ所 高坂町許山335-4 0.05  地上式 RC造 

19 八幡中継ポンプ所 大畑町450 0.355  地上式 SUS造 

20 沼田西ポンプ所 沼田西町惣定10055-8 0.90  地上式 RC造 

21 平原ポンプ所 幸崎能地七丁目1番21号 0.55  地上式 CB造 

22 本能地ポンプ所 幸崎能地五丁目13番41号 0.25  地上式 CB造 

23 馬地ポンプ所 幸崎能地一丁目489-2  0.10  地上式 SUS造 

24 須波ハイツ高地区ポンプ所 須波ハイツ四丁目2番10号 0.40  地上式 CB造 

25 須波西ポンプ所 
須波西二丁目14番5号 

2.00  
地上二階建 RC造 

26 須波ハイツポンプ所 1.67  

27 広域須波ポンプ所 須波西二丁目6番36号 3.00  地上式 RC造 

28 広域須波北ポンプ所 須波二丁目2番20号 3.00  地上式 RC造 

29 須波駅上ポンプ所 須波二丁目5番5号 0.15  地上式 CB造 

30 広域和田ポンプ所 和田三丁目16番12号 1.00  地上式 RC造 

31 佐木ポンプ所 鷺浦町須波388-2 0.395  地上式 RC造 

32 須ノ上水質計器室 鷺浦町向田野浦4025 －   地上式 RC造 

33 用倉第２ポンプ所 本郷町上北方10756-1 1.08  半地下式 RC造 

34 用倉第４ポンプ所 本郷町上北方10823-6 1.12  半地下式 RC造 

35 畑第１ポンプ所 本郷町善入寺10532-2 0.10  半地下式 RC造 

36 畑第２ポンプ所 本郷町善入寺1446-5 0.10  地上式 RC造 

37 平坂ポンプ所 本郷町船木5767-2 0.15  半地下式 RC造 

38 本谷ポンプ所 本郷町善入寺551-4 0.06  地上式 RC造 

39 正広ポンプ所 本郷町善入寺10167-6 0.06  地上式 RC造 

40 上谷ポンプ所 本郷町上北方2569-2 0.13  半地下式 RC造 

41 南方ポンプ所 本郷町南方4285-4 1.00  地上式 SUS造 

42 金売ポンプ所 本郷町上北方10862-11 1.15  半地下式 RC造 

43 用倉水質計器盤 本郷町善入寺10094-22 －   地上式 スチール製 

44 下徳良ポンプ所 大和町下徳良1885-1 0.10  地上式 SUS造 

45 三育ポンプ所 大和町下徳良10573-196 0.013  地上式 SUS造 

 

(4) 配水施設 

 施 設 名 称 所   在 
有効容量

(㎥) 
備   考 

１ 高区配水池 西野五丁目14番1号 1,600  地上式 SUS造 

２ 糸崎配水池 糸崎町11349-2 1,200  地上式 SUS造 

３ 時貞配水池 糸崎町11561-3 5  地上式 FRP 

４ 木原バイパス緊急遮断弁盤 糸崎町  －  地上式 スチール製 

５ 赤石配水池 木原二丁目4番5号 300  地上式 PC造 

６ 福地配水池 木原町10531-5 160  地上式 RC造 

７ 中之町基幹配水池 中之町二丁目28番10号 4,000  地上式 PC造 

８ 光谷配水池 中之町北222-1 100  地上式 RC造 

９ 中之町北配水池 中之町北937 250  地上式 PC造 

10 太郎谷配水池 中之町九丁目1271-8 7.5  地上式 FRP 

11 深第１配水池 深町10438-2 200  地上式 PC造 
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 施 設 名 称 所   在 
有効容量

(㎥) 
備   考 

12 深第２配水池 深町10683-2 150  地上式 PC造 

13 後山配水池 中之町南1527-3 4  地上式 FRP 

14 常永配水池 中之町南2157-2 250  地上式 PC造 

15 高坂配水池 高坂町真良10441-2 500  地上式 PC造 

16 許山配水池 高坂町許山10043-2 150  地上式 PC造 

17 鹿群配水池 高坂町許山10335-4 75  地上式 RC造 

18 仏通寺配水池 高坂町許山22-9 40  地上式 RC造 

19 馬井谷配水池 高坂町真良10330-3 51  地上式 RC造 

20 八幡配水池 大畑町449 280  地上式 SUS造 

21 八幡調整池 八幡町垣内945-2地先 52  地上式 SUS造 

22 野串配水池 八幡町野串10143-5 70.42  地上式 RC造 

23 篝配水池 八幡町篝10008-2 90  地上式 RC造 

24 美生配水池 八幡町美生10133 82.5  地上式 RC造 

25 土取配水池 久井町土取10-3 53.75  地上式 RC造 

26 駒ヶ原配水池 駒ヶ原町87-2 50  地上式 RC造 

27 迫配水池 新倉町75-2 2.4  地上式 FRP 

28 大西配水池 大畑町661-3 140  地上式 RC造 

29 沼田東基幹配水池 沼田東町納所10409-6 5,000  半地下式 PC造 

30 沼田西配水池 沼田西町惣定10055-8 750  地上式 PC造 

31 久津配水池 幸崎町能地4387-4 100  地上式 RC造 

32 相川配水池 幸崎町能地1326-2 172  地上式 SUS造 

33 久和喜配水池 幸崎町久和喜11649-9 1,100  地上式 RC・PC造 

34 須波ハイツ第１配水池 須波ハイツ四丁目765-1029 300  地上式 RC造 

35 須波ハイツ第２配水池 須波ハイツ四丁目2番10号 500  地上式 RC造 

36 須波ハイツ上配水池 須波ハイツ四丁目18番1号 150  地上式 SUS造 

37 広域須波配水池 須波西町2278-1 1,000  地上式 PC造 

38 須波配水池 須波町10072-1 90  半地下式 RC造 

39 沖浦配水池 沖浦町 100  半地下式 RC造 

40 沖浦第１配水池 登町 2  地上式 FRP 

41 沖浦第２配水池 幸崎町久和喜 2  地上式 FRP 

42 広域和田配水池 和田町3848-3 1,500  地上式 PC造 

43 佐木第１配水池 鷺浦町須波1972-2 123.7  地上式 RC造 

44 佐木第２配水池 鷺浦町須波370-3 260.6  地上式 RC造 

45 須ノ上配水池 鷺浦町向田野浦4076-4 87.5  地上式 RC造 

46 用倉配水池 本郷町上北方11485-1 1,600  地上式 RC造 

47 塔之岡配水池 本郷北四丁目22番1号 1,000  地上式 RC造 

48 野田配水池 本郷町本郷435 2,000  地上式 RC・PC造 

49 日山地配水池 本郷町上北方10845-2 117.6  地上式 RC造 

50 入野地配水池 本郷町上北方1192-2 60  地上式 RC造 

51 上谷配水池 本郷町上北方10474-1地内 70.5  地上式 RC造 

52 畑配水池 本郷町善入寺1490-2 34.5  地上式 RC造 

53 本谷配水池 本郷町善入寺10167-6 63  地上式 RC造 

54 正広配水池 本郷町善入寺10586-1 43.75  半地上式 RC造 

55 姥ヶ原配水池 本郷町船木6478-4 31.2  地上式 RC造 
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 施 設 名 称 所   在 
有効容量

(㎥) 
備   考 

56 南方配水池 本郷町南方21210-2 1,000  地上式 SUS造 

57 金売配水池 本郷町上北方10862-11 1,000  地上式 RC造 

58 和木第２配水池 大和町和木3206-5 237.6  半地下式 RC造・地上式SUS造 

59 大具配水池 大和町下徳良10213-65 460  地上式 SUS造 

60 椋梨配水池 大和町大具3023-6 220  地上式 SUS造 

61 新下徳良配水池 大和町萩原10211-2 140  地上式 SUS造 

62 三育配水池 大和町下徳良10298-2 20  地上式 SUS造 

63 吉田配水池 久井町吉田10324-2 580  地上式 SUS造 

64 江木配水池 久井町下津712-2 530  地上式 SUS造 
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【別紙－２】保守点検業務の対象施設・設備等 

 

保守点検業務については、次の各項のとおり行うことを原則とする。ただし、受託者

の創意工夫により効率的な運用ができるのであれば、委託者と協議のうえ、改善する

ことができる。 

 

(1) 毎日点検対象施設 

 施 設 名 称  施 設 名 称  施 設 名 称 

１ 西野浄水場 ２ 高区配水池 ３ 新和木浄水場 

４ 和木浄水場 ５ 新久井浄水場   － 

 

 (2) 週１回点検対象施設 

 施 設 名 称  施 設 名 称  施 設 名 称 

１ 長谷水源地 ２ 中之町水源地 ３ 登町水源地 

４ 片山系水源地 ５ 片山浄水場 ６ 和木第２水源地 

７ 野間川ダム取水場 ８ 吉田調整池   － 

 

 (3) 月１回点検対象施設 

 施 設 名 称  施 設 名 称  施 設 名 称 

１ 頼兼ポンプ所 ２ 糸崎ポンプ所 ３ 時貞ポンプ所 

４ 福地ポンプ所 ５ 光谷ポンプ所 ６ 光谷高地区ポンプ所 

７ 大谷ポンプ所 ８ 深ポンプ所 ９ 後山ポンプ所 

10 丸山ポンプ所 11 駒ヶ原ポンプ所 12 迫ポンプ所 

13 大西ポンプ所 14 沼田ポンプ所 15 屋形ポンプ所 

16 小坂ポンプ所 17 許山ポンプ所 18 鹿群ポンプ所 

19 土取ポンプ所 20 八幡中継ポンプ所 21 沼田西ポンプ所 

22 平原ポンプ所 23 本能地ポンプ所 24 馬地ポンプ所 

25 須波ハイツ高地区ポンプ所 26 須波西ポンプ所 27 須波ハイツポンプ所 

28 広域須波ポンプ所 29 広域須波北ポンプ所 30 須波駅上ポンプ所 

31 広域和田ポンプ所 32 佐木ポンプ所 33 須ノ上水質計器室 

34 木原バイパス緊急遮断弁盤 35 用倉第２ポンプ所 36 用倉第４ポンプ所 

37 畑第１ポンプ所 38 畑第２ポンプ所 39 平坂ポンプ所 

40 本谷ポンプ所 41 正広ポンプ所 42 上谷ポンプ所 

43 南方ポンプ所 44 金売ポンプ所 45 用倉水質計器盤 

46 用倉配水池 47 野田配水池 48 日山地配水池 

49 南方配水池 50 金売配水池 51 下徳良ポンプ所 

52 三育ポンプ所   －   － 
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(4) 隔月１回点検対象施設 

 施 設 名 称  施 設 名 称  施 設 名 称 

１ 糸崎配水池 ２ 時貞配水池 ３ 赤石配水池 

４ 福地配水池 ５ 中之町基幹配水池 ６ 光谷配水池 

７ 中之町北配水池 ８ 太郎谷配水池 ９ 深第１配水池 

10 深第２配水池 11 後山配水池 12 常永配水池 

13 高坂配水池 14 許山配水池 15 鹿群配水池 

16 仏通寺配水池 17 馬井谷配水池 18 八幡配水池 

19 八幡調整池 20 野串配水池 21 篝配水池 

22 美生配水池 23 土取配水池 24 駒ヶ原配水池 

25 迫配水池 26 大西配水池 27 沼田東基幹配水池 

28 沼田西配水池 29 久津配水池 30 相川配水池 

31 久和喜配水池 32 須波ハイツ第１配水池 33 須波ハイツ第２配水池 

34 須波ハイツ上配水池 35 広域須波配水池 36 須波配水池 

37 沖浦配水池 38 沖浦第１配水池 39 沖浦第２配水池 

40 広域和田配水池 41 佐木第１配水池 42 佐木第２配水池 

43 須ノ上配水池 44 塔之岡配水池 45 入野地配水池 

46 上谷配水池 47 畑配水池 48 本谷配水池 

49 正広配水池 50 姥ヶ原配水池 51 和木第２配水池 

52 大具配水池 53 椋梨配水池 54 新下徳良配水池 

55 三育配水池 56 吉田配水池 57 江木配水池 
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別紙－３ 業務と責任分担 

 

対 象 項 目 
責任分担 

委託者 受託者 

財産管理 － － 

 ①占用許可申請 ○  

②管理用用地管理 ○  

③水利権許可申請 ○  

運転管理 － － 

 

①苦情処理 
・苦情初期対応（電話対応）  ○ 

・苦情対応（現場対応） ○  

②配水管事故 

・漏水初期対応（電話対応）  ○ 

・漏水対応及び復旧対応 ○  

・大規模な漏水及び広範な断水を伴う断水 ○ ○ 

③停電 
・初期対応  ○ 

・送電事故等に伴う地域大規模停電 ○ ○ 

④施設事項 

（薬品漏洩、場内 

配管破損等） 

・初期対応  ○ 

・減断水を伴わない事故  ○ 

・減断水を伴う事故 ○ ○ 

⑤水運用 
・平常時の水運用  ○ 

・事故時の水運用 ○ ○ 

浄水処理管理 － － 

 

①平常時の処理  ○ 

②施設故障時の処理 
・供給水質に影響を与えない事態  ○ 

・減断水を伴う事態 ○ ○ 

③水質異常時の処理 
・供給水質に影響を与えない事態  ○ 

・減断水を伴う事態 ○ ○ 

保全管理 － － 

 

①点検  ○ 

②修繕 ○  

③埋設配管漏水復旧（場内配管を含む） ○  

④施設改良 ○  

⑤電気主任技術者 ○  

防災 － － 

 

①地震（震度３以上） 
・委託施設（水道施設） ○ ○ 

・委託外施設（配水管等） ○ ○ 

②火災 

・初期対応（消防通報、委託者への通報）  ○ 

・火災に伴う対応 ○ ○ 

・県及び三原市の防災体制に基づく業務 ○  

※ 委託者、受託者双方に○がある項目は、状況に応じ委託者と受託者の両者に責任が発生す

ることが考えられることから、連絡等により責任の分担を図る。 
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別紙－４ リスク分担表 

 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 リスク負担者 

委託者 受託者 

契約説明責任 

リスク 

水道施設の能力、環境条件及び許認可関連

等、委託者より提供された施設及び条件に瑕

疵があった場合 

○  

委託者から説明された募集要項や業務委託

要求水準書の誤りや条件に変更があった場

合 

○  

制度・法令リスク 

委託業務に直接関係する新たな法整備又は

規制強化により業務の履行が不可能になっ

た場合、若しくはそれを回避するためのコス

ト増を招くようになった場合 

○  

関係機関の行政指導等により業務の中断、停

止又はこれに伴うコスト増を招くようにな

った場合 

○  

受託者の責により関係機関の行政指導等に

より業務の中断、停止あるいはこれに伴うコ

スト増を招くようになった場合 

 ○ 

消費税など税制の変更に伴うコスト増を招

くようになった場合 
○  

住民・法人対策 

リスク 

住民の反対運動や業務の履行に支障のある

反対運動が起こった場合 
○  

受託者の責により住民の反対運動や業務の

履行に支障のある反対運動が起こった場合 
 ○ 

経済変動リスク 

インフレ・デフレによる人件費・物件費の大

幅な変動、高騰により業務の履行が困難とな

る場合 
○  

契約リスク 

委託者の責により、受託者が契約を締結でき

ない、又は契約手続きに時間を要する場合 
○  

受託者の責により、委託者が契約を締結でき

ない、又は契約手続きに時間を要する場合 
 ○ 

契約不履行リスク 

契約に規定された供給及び支給等、委託者の

義務が履行されない場合 
○  

受託者の責により、契約に規定された供給及

び支給等の義務が履行されない場合 
 ○ 

環境保全リスク 

受託者が事業を受託する前に、既に発生して

いた又は既に発生していたかどうか不明な

環境汚染が発見され、基準値未達による処理

コスト増が生じた場合 

○  
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リスクの種類 リ ス ク の 内 容 
リスク負担者 

委託者 受託者 

需用予測リスク 

突発事態以外の理由による計画以上の配水

量の増加、あるいは原水水質悪化による基準

値未達による処理コスト増が生じた場合 ○  

受託者の運転管理等が原因で、計画以上の配

水量の増加、あるいは浄水の水質悪化による

基準値未達による処理コスト増が生じた場

合 

 ○ 

受託者に非がない場合で、産業廃棄物の増加

や操業障害、あるいは処理コスト増が生じた

場合 

○  

委託者の指示に基づく配水量の増加などの

理由により、コスト増が生じた場合 
○  

受託者の責により業務内容や用途変更等が

生じ、そのことに起因するコスト増が生じた

場合 

 ○ 

施設損傷リスク 

受託者による不適切な運転操作により、施設

に損傷や損害を与え、コスト増が生じた場合 
 ○ 

受託対象施設以外の施設や事象からの波及

事故により、対象施設が損傷を受け配水供給

に支障をきたした場合 

○  

不可抗力リスク 

自然災害等の事象等により、対象施設が損傷

を受け配水供給に支障をきたした場合 
○  

受託者の責に帰すことのできない大規模停

電等の緊急事態により、設備が自動停止若し

くは損傷を受け配水供給に支障をきたした

場合 

○  

第三者賠償リスク 

委託者の責により生じた事故等に伴って第

三者損害賠償が生じた場合 
○  

受託者の責により生じた事故等に伴って第

三者損害賠償が生じた場合 
 ○ 

事故発生リスク 

施設・設備の劣化等の瑕疵により事故が生じ

た場合 
○  

人身事故が発生した場合 ○ ○ 

財務・事業中止 

リスク 

委託者の支払遅延、不払い等 ○  

受託者の倒産等  ○ 

委託者の責により事業を中止する場合 ○  

受託者の責により事業を中止する場合  ○ 

 

 


